政府報告へのパブコメ
　２０１６年２月１０日

　障害者自立支援法違憲訴訟和歌山弁護団

弁護士　長　岡　健太郎　　
【該当箇所】
・第２部　各論　第１条　１７項

・第２部　各論　第１９条　１３０項
【意見内容】

　現在、総合支援法では、一部の難病者も「障害者」に当たるとされているものの、疾病名を指定する方法によって対象が画されていることから、確定診断の有無や疾病名の如何によって総合支援法の埒外に置かれる難病者が多く生じており、このような事態は権利条約の趣旨に反するものであることを明記すべきである。
【理由】

１　障害者総合支援法の対象となる障害者の範囲に関する問題点

基本合意では、「制度の谷間のない『障害』の範囲」について、国はしっかり検討を行い、対応することとされている。

　　ところが現在に至るまで、総合支援法では難病者について政令で疾病名を指定することによって対象を画する方法が採用されており、確定診断の有無や疾病名の如何によって総合支援法の埒外に置かれる難病者が多くいる。

２０１５年７月より、総合支援法４条１項、同施行令１条に基づく疾病が３３２疾患に拡大されたこと自体は評価すべきことであるが、そもそも疾病名を指定する方法によって対象を画している点が根本的な問題である。

２　疾病名によって対象を画定することは誤りであること

障害者権利条約では、機能障害と社会的障壁との相互作用によりさまざまな生活上の困難に直面する者を漏らすことなく対象とすることを強く訴えている。これを受け、骨格提言では、「Ⅰ－２障害（者）の範囲」で、障害者基本法２条の定義とするよう述べられている。説明の中では、「例示列挙されない障害が除外される危険性があることを考慮し、包括的な規程とするべきであるという趣旨である」と、例示列挙によって範囲を画定することの弊害についても述べられている。
しかし、その後の障害者総合支援法が施行されて以降、一貫して、疾病名を指定する方法で範囲が画定されていることから、上記で指摘された弊害がそのまま表出している現状にある。こうした事態は、権利条約や骨格提言の趣旨に明らかに反する事態であり、一刻も早く抜本的な改善をすべきである。
即ち、国は障害者権利条約や骨格提言の内容に沿い、疾病名を指定する方法による対象画定の方法を改め、慢性疾患などによる機能障害により生活上の支障を生じるすべての者が福祉サービスを利用できるようにすべきである。
また、骨格提言の中では、「Ⅰ－３選択と決定（支給決定）」の中で、医師の診断を得られない場合の代替手段の方策の案も提示されていることから、少なくとも骨格提言の方針を前提とした上で、公正な支給を実現する方法について調査、研究、検討すべきである。
国（厚生労働省）は、骨格提言を段階的に実施する旨再三述べているところであるから、骨格提言に従い、疾病名によって対象を画定する方法は直ちに改めるべきである。
３　政府報告案について
　政府報告案第２部　各論　第１条　１７項では、障害者総合支援法における障害の範囲について記載がないが、同法における障害者の定義が、障害者基本法とは異なること、同法では難病者について疾病名を指定する方法で対象を確定していること、このような規定の仕方では確定診断の有無や疾病名の如何によって総合支援法の埒外に置かれる難病者が多く生じるという課題があることを明記すべきである。

　また、第２部　各論　第１９条　１３０項においても、疾病名によって対象を画定する方法では確定診断の有無や疾病名の如何によって総合支援法の埒外に置かれる難病者が多く生じることになり、このような事態は権利条約の趣旨に反するものであることを明記すべきである。
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